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GX金融コンソーシアム

Team Sapporo-Hokkaido からのお知らせ

GX金融・資産運用特区の動き（北海道・札幌市）

道内市町村や各商工会議所・商工会の皆様に、TSH構成員の取組をご紹介します。
各地域のＧＸ推進の参考としてご活用ください。

（TSH事務局）
札幌市グリーントランスフォーメーション推進室 金融・資産運用特区担当課
TEL:011-211-2422 E-mail: gx-tokku@city.sapporo.jp

問い合わせ

編 集

HP https://tsh-gx.jp/

北海道経済産業局、北海道、札幌市

北海道雇用労働相談センター（HECC）を開設しました

◆ 7月15日、国家戦略特区にのみ設置できる「雇用労働相談センター」が
札幌市内に開設され、40人以上の関係者が開所式に出席しました。

◆ 雇用労働相談センターは、開業間もない企業や海外企業を主な対象とした
相談窓口で、社会保険労務士や弁護士に無料相談ができます。労使紛争
を未然に防止し、企業の事業展開を円滑にすることを目的としています。

◆ センターは全道の企業が利用することができ、札幌近郊以外に旭川・北見
・釧路などの社会保険労務士・弁護士とも提携しています。電話・メール
・オンラインでの相談も対応しているので、ぜひご利用ください。

https://hokkaido-elcc.mhlw.go.jp/HP

○名 称： 北海道雇用労働相談センター（Hokkaido Employment Consultation Center 通称 HECC）

○設 置 者： 厚生労働省（特区自治体の希望により国の予算で設置・運営）
○場 所： 札幌市中央区北１条西２丁目 北海道経済センタービル６階
○営業時間： 9:00～17:00（土日・祝休日・年末年始を除く）

Mail info@hokkaido-elcc.jp Tel 0120-500-470

札幌市水素・再生可能エネルギー推進協議会を設立しました

◆ 札幌市は、札幌・北海道における水素サプライチェーン構築や地域産業創出の
ため、民間事業者や自治体などとともに、「札幌市水素・再生可能エネルギー
推進協議会」を2025年6月13日に設立し、令和７年度第１回協議会を7月9日に
開催しました。

◆ 札幌市のほか44の参画企業・団体（2025年7月9日時点）とともに、つくる・
ためる・はこぶ・つかうといった各工程の様々な課題に取り組みながら、札幌
を中心としたエリアへの2030年以降の段階的な水素供給を目指します。

https://www.city.sapporo.jp/kankyo/suiso/kyogikai.htmlHP

（北海道税） https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/gxs/228764.htmlHP

（札幌市税） https://www.city.sapporo.jp/kikaku/gx/zeiseiyuuguu/nintei.html

北海道・札幌市のGX推進税制において第１号案件を認定しました

◆ 2025年4月1日から制度運用を開始している地方税の課税の特例制度「GX推進税制」において、スパークス・
グループ株式会社など３社の出資により設立された特別目的会社(SPC)による札幌市内での系統用蓄電事業を、
第１号案件として認定しました。

≪事業概要≫
○事業者名： SGET札幌１蓄電所合同会社
○事 業 名： SGET札幌１蓄電所（札幌市北区新琴似町575-2）
○事業内容： 蓄電池（定格出力50MW）を設置し、北海道電力ネットワーク㈱の

系統を通じた市場での電力の売買

※ 同様の事業スキームで申請された SGET 札幌２蓄電所合同会社による
事業計画も併せて認定しております。 ＜蓄電所イメージ＞



道内の事業者等が利用可能な支援制度（補助金、相談窓口等）

札幌市

ZEB・ZEH-Ｍ設計支援補助金

ゼロエネルギー・ビル（ZEB）、ゼロエネルギー・マンション（ZEH-M）の建設に必要な設計費の上乗せ相当分
を定額補助します。

●事業概要
市内の温室効果ガス排出量削減のための設計支援補助

●補助対象者
札幌市内に延べ⾯積300㎡以上のZEBやZEH-Mの新築等を⾏う建築主等で、札幌市内の建築士事務所等が上乗
せ設計費に係る業務を⾏う事。

●補助金額
60万円～300万円（先着順）

対象期間 2025年6月23日～2026年１月30日 ※予算がなくなり次第終了

https://www.city.sapporo.jp/kankyo/energy/hojo/zebzehm.htmlHP

運輸部門の脱炭素化に向けた先進的システム社会実装促進事業の公募

運輸業界では電動化を始めとする脱炭素化に向けた技術が大きく進展しているため、関係者間の連携や社会受容
性を高めるための取組を更に推し進めていくことが重要です。

本事業は、運輸部門等の脱炭素化に資する技術の社会実装を促進するための開発・実証を⾏い、運輸部門等の脱
炭素化を加速させ、脱炭素化社会の早期実現に貢献することを目的としています。

対象期間 2025年7月7日～8月8日

https://www.env.go.jp/press/press_00135.htmlHP

脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業（SHIFT事業）の公募

エネルギー起源CO2排出量のより少ない設備・システムへの改修を⾏う事業者を支援し、積極的な省CO2化投資
を後押しすることでバリューチェーン全体のCO2排出削減を目指します。

対象期間 2025年7月14日～8月22日

https://www.env.go.jp/press/press_00227.htmlHP

北海道地方環境事務所

業務用建築物の脱炭素改修加速化事業 （令和７年度脱炭素ビルリノベ 先導モデル導入事業）の公募

CO2削減ポテンシャルが大きい既存建築物の脱炭素改修の実施に併せて、CO2排出削減効果の高い先進的な技
術・建材等の導入や建築物のライフサイクル全体でのCO2排出量の低減に資する技術・建材等を取り入れるモデル
実証を実施する取組に対して支援を⾏い、先進的な脱炭素改修を後押します。

対象期間 2025年7月14日～9月5日

https://www.env.go.jp/press/press_00246.htmlHP

洋上風力発電関連産業人材確保支援事業補助金

北海道における洋上風力発電に係るサプライチェーンの構築に向け、道内企業の洋上風力発電関連産業への参入
を図ることを目的に、人材確保や技術力強化を支援するため洋上風力発電の建設工事やメンテナンス業務等に必要
な知識・技能・資格等の取得に関する経費を支援します。

対象期間 2025年4月1日～2026年3月13日 ※予算がなくなり次第終了

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/gxs/163024.htmlHP

北海道
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